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1―NISA（少額投資非課税制度）の
普及状況と本稿の目的

　金融庁の「NISA口座の開設・利用状

況等調査」によれば、この1年間にNISA

口座の開設数は約825万口座に達してお

り、徐々に利用が拡大しつつあるようで

ある。一方で、新聞報道等*1にもあるよう

に投資に使われない休眠口座が半数にの

ぼるなどの問題点も指摘されている。今

後のさらなる普及や利用の拡大に向けて

は、利用の妨げとなっている様々な課題の

解決に向けて、官民をあげた取り組みが求

められている。まずは制度導入の目的に照

らして、利用者が富裕層や高齢者など、も

ともと個人投資家であった者に偏ってい

る、ということはないのか、あるいは通常

の投資資金がNISA口座に振り替わった

だけ、ということはないのか、といった点

についての検証が求められよう。実際の利

用者像やNISAの活用による家計のポート

フォリオへの影響はどのようなものとなっ

ているのだろうか。また、口座開設後の活

用が進まない理由や、今後活用を促進して

いくためには、どのような取り組みが求め

られているのだろうか。本稿では、日経リ

サーチ社が2014年10～11月に実施した

「金融総合定点調査 金融RADAR*2」の個

票データを用いて、NISA利用者の特徴に

ついて概観するとともに、活用促進を阻む

課題を明らかにすることを試みる。

2―NISA利用者の属性的特徴

　はじめに、NISAの利用状況について

みると、全体では約半数が態度を保留し

ており、口座開設者のうち「運用中」は全

体の11.5%、「未運用」が7.4%と、口座

開設者の割合は2割弱に留まっている

［図表1］。口座開設者は、性別では男性で

22.5%と女性に比べ高く、年代別では60

代で28.6%、70歳以上では39.6%と、高

齢層ほど高い。また、職業別では公務員

および無職・その他が民間被用者や、自

営・自由に比べ高い。年代別の結果は、前

述の金融庁の調査でも、昨年6月末時点の

年代別口座数のうち約6割を60歳代以

上が占めていたこととも整合的である。一

方で、公務員で高くなっていることは、同

様に税制優遇がある確定拠出年金制度

に現状では加入できない公務員*3にとっ

て、NISAが魅力的な制度として評価され

ていることを表しているとも考えられよう。

3―NISA利用者のポートフォリオと
金融意識

　NISAの利用状況別に、この1年間に新

たに購入・買増した金融商品についてみ

ると、開設済・運用中では「株式」が最も多

く、「投資信託」とともに突出して高くなっ

ている［図表2］。「株式」は、開設済・未運

用でも高いことから、口座開設者では制度

の内外を問わず、株式投資を経験している

ものと考えられる。一方、今後、新たに購入

または買増したい金融商品についてみる

と、「株式」は口座開設者および申込中・意

向ありの層では3割を超えて高く、「投資

信託」や「外貨建商品」も利用意向なしや

決めていないに比べ高くなっている。これ

らの結果は、NISAの口座開設者や利用意

向がある者では、リスク商品の利用拡大

にむけた動機づけがなされているのに対

し、利用意向がない層や態度を保留して

いる層では、そもそもリスク商品の保有経

験がなく、今後も保有意向を持たないこと

を意味している。
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 　金融商品の利用に関する意識について

みても、口座開設者はリスク選好的である

とともに、十分な金融リテラシーを有して

いる人が多くなっている反面、金融リテラ

シーの向上や専門家の助言に対して高い

ニーズを抱いているようである。また、金

融機関からの情報提供に対しては、金融

リテラシーの水準が十分ではない者の方

が、不足感を感じておらず、総じて自らの

金融知識や判断力に自信がある消費者ほ

ど、金融機関からの情報提供に対し、不足

感や不満を抱いているものと思われる［図

表3］。実際に、口座開設者について、運用

状況と金融機関からの情報提供の不足感

別に、資産運用で利用する金融機関に充

実してもらいたい点をたずねた結果をみ

ると、情報提供に不足感を感じている層の

うち運用中の者では「金利、配当利回り」が

最も多く、「手数料の値下げ」「運用商品の

品揃え」が続くのに対し、未運用者では「金

利、配当利回り」に次いで「説明のわかりや

すさ」「相談能力」が多い。この結果は、未

いのうえ・ともき
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運用者では金融機関からの情報提供のわ

かりやすさや消費者からの相談に対応す

る能力不足がNISA内での運用に踏み切

れない一因となっていることを表している

と考えられよう。一方、購入タイミングを判

断できない運用中の者のうち、金融機関

からの情報提供に不足感を感じている者

が3割にのぼっていることは、不十分な知

識に基づく売買により、将来的にトラブル

につながるリスクを抱える消費者が存在

する可能性を示唆している。

4―結果の総括とインプリケーション

　このように、現在のところNISAの口座

開設者は男性や高齢層に偏っているだけ

でなく、職業別では公務員や無職の者が

中心となっていた。金融資産ポートフォリ

オの面でも、利用者はすでにリスク商品を

利用しており、さらに利用拡大を志向して

いるのに対し、利用意向がない者や態度

を保留している者では、リスク商品の保有

経験・意向とも低くなっていた。これらの

結果は、個人投資家のすそ野拡大という目

的に対し、実際には、公務員など一部です

そ野が拡大している可能性が窺えるもの

の、もともと個人投資家であった者が中心

であり、NISAにより個人投資家を大幅に

増やすことの困難さを示しているといえる。

　金融意識の面からは、口座開設者は金融

リテラシーが高い者が多く、リスク選好的

であるとともに、一層のリテラシー向上や

専門家の助言に対して、高いニーズを抱い

ていた。高リテラシー層では、利用状況に

関わらず金融機関からの情報提供に不足

感を抱いており、特に未運用者で不足感が

大きい。これらの層では、金融機関からの

情報提供のわかりやすさや相談対応の能

力不足がNISA内での運用に踏み切れない

一因となっていると考えられる。このこと

は、制度導入の目的の一つである「成長資

金の供給拡大」の実現に向けて、未運用層

や申込中・意向あり層の投資を拡大してい

くためには、さらなる情報提供の充実が不

可欠であることを意味している。トラブル

につながるリスクを抱えた運用者も存在し

ていることからも、対応は急務であろう。

　今年1月よりNISA口座の金融機関が年

単位で変更できるようになっていること

を鑑みれば、消費者に向けた情報提供の

あり方は、顧客の獲得や維持という面で

も、重要性を増していると考えられよう。

［*1］2015年3月3日付　日本経済新聞朝刊等
［*2］調査概要は以下のとおり。
・調査対象：首都圏40km圏居住の20～74歳男女個人
・調査方法：留置法および郵送法
・有効回収数：2,677人
［*3］4月初めに確定拠出年金（個人型）への公務員等
の加入を可能とする法改正案が国会提出されたことは、
今後のNISAの動向にも影響を与えるものと思われる。
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